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　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　東日本大震災により、被災された皆様には、謹んでお見

舞申しあげますとともに、一日も早い復興を心よりお祈り

申しあげます。

　ここに第55期（平成22年４月１日から平成23年３月31日

まで）の事業概況をご報告するにあたりまして一言ご挨拶

申しあげます。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や設備

投資などに改善の動きがみられたものの、急速な円高や高

水準の失業率などが続き、明確な回復基調には至りません

でした。さらに、３月11日に発生した東日本大震災ならび

にそれに起因する原子力発電所事故による放射能漏れや電

力不足は、当社グループが関連する電機業界や半導体業界

におきましても、東北・関東地方に未曾有の被害をもたら

しました。この影響により企業収益の本格的な改善を図る

ためには、不足する素材・部品原材料の生産を平常の水準

に戻すと同時に、販売・在庫の調整、雇用の改善などの課

題を克服せねばならず、まだまだ時間を要すると思われま

す。また、一時的に需給のアンバランスによる価格調整が

起こることも懸念されますし、デフレの傾向が一段と深刻

になることも予想されることなどから、事業環境は厳しい

状態が続くものと思われます。

　このような状況下、当社グループの経営成績は、当連結

会計年度の前半には順調に進捗していた各種テストシステ

ム、画質検査装置などが後半に予定していた案件に対する

主要顧客の設備投資の先送りの影響もありましたが、主力

製品のデバイスプログラマが主要顧客であります薄型テレ

ビ、デジタル家電・情報ネットワーク機器関連企業などの

国内ならびに海外工場向け設備投資の拡大に支えられ、好

調に推移したことなどにより、計測関連事業部門の売上は

当初計画を上回りました。タッチパネル製品関連では金融

端末（ATM）向け等の小型タッチパネルの出荷が前連結会

計年度に続き順調に推移したものの、前連結会計年度後半

に実績化できました大手パネルメーカ経由の電子黒板用大

型タッチパネルの大口需要が一巡したことなどにより、当

初計画を下回りましたが、当社グループ全体の売上では、

ほぼ当初計画通りとなりました。

　営業利益につきましては、デバイスプログラマ製品の収

益力向上などにより増益となり、また経常利益ならびに当

期純利益に関しましては黒字転換することができました。

　以上の結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、

売上高1,580百万円（前連結会計年度比0.9％減）、営業利益

30百万円（前連結会計年度比880.4％増）、経常利益13百万円

（前連結会計年度経常損失35百万円）、当期純利益７百万円

（前連結会計年度当期純損失138百万円）となりました。

　今後とも、株主の皆様のご期待に添えますよう、役職員

一同最大限の努力をいたす所存でございますので、なお一

層のご支援とご協力を賜わりますようよろしくお願い申し

あげます。

　平成23年６月

� 取締役社長　　板�津　弘�典

　当部門の主力製品でありますデバイスプログラマ製品は、薄
型テレビ、デジタル家電・情報ネットワーク機器関連製品など
の設備投資の回復により、売上は増収とすることができました。
一方、FPD（フラット�パネル�ディスプレイ）画質検査装置は、
従来培ってきた画質検査技術を応用した液晶パネル用バック
ライトの検査装置の開発が完了しましたが、大手バックライト
メーカの設備投資が先送りとなり、また、車載用デバイス検査
用の特注フラッシュメモリテスタも、当連結会計年度の前半に
は納入があったものの、後半に予定していた案件が大手デバ
イスメーカの方針が変更されたこともあり、売上が予定に達し
ないことになりました。しかし、デバイスプログラマ製品の達
成により、これらの減収をカバーすることができました。
　これらの結果、当事業部門の売上高は前連結会計年度に比
べ増加し、726百万円（前連結会計年度比30.0％増）となりま
した。

　当部門のタッチパネル製品は、金融端末向け小型タッチ
パネルが国内向けならびに海外向け共にほぼ予定通りの売
上を確保することができ、中型タッチパネルもプリクラ用
などのアミューズメント向け売上が伸張しましたものの、
大型タッチパネルは複数の国内大手パネルメーカ向け電子
黒板用タッチパネルの売上が前連結会計年度に比べ大幅に
落ち込んだことなどから当初計画を下回る売上を計上する
こととなりました。
　これらの結果、当事業部門の売上高は前連結会計年度に
比べ減少し、853百万円（前連結会計年度比17.5％減）とな
りました。

●計測関連事業部門

主要製品	 	各種半導体テストシステム　FPD画質検査
装置　デバイスプログラマ

●システム関連事業部門

主要製品	 	タッチデータ　精密板金　その他

●財務ハイライト
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（単位：千円）連結貸借対照表 （単位：千円）連結損益計算書 （単位：千円）連結キャッシュ・フロー計算書

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

投影型静電容量方式タッチパネルおよび専用タッチペン
「Touch	Wand」

科　　目 当連結会計年度 前連結会計年度

平成23年3月31日現在 平成22年3月31日現在

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 1,013,392 1,220,724

支払手形および買掛金 160,797 348,015

短 期 借 入 金 808,058 823,068

未 払 法 人 税 等 7,640 9,121

製 品 保 証 引 当 金 2,000 4,000

そ の 他 34,896 36,519

固 定 負 債 180,714 238,373

社 債 − 18,250

長 期 借 入 金 − 27,704

退 職 給 付 引 当 金 35,788 45,241

役員退職慰労引当金 17,249 17,322

繰 延 税 金 負 債 1,118 2,049

再評価に係る繰延税金負債 125,206 125,206

そ の 他 1,351 2,598

負 債 合 計 1,194,106 1,459,097

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,068,775 1,060,898

資 本 金 1,335,692 1,335,692

資 本 剰 余 金 91,261 91,261

利 益 剰 余 金 △　357,342 △　365,242

自 己 株 式 △　835 △　812

その他の包括利益累計額 △　27,837 △　24,335

その他有価証券評価差額金 △　1,622 1,878

土 地 再 評 価 差 額 金 △　26,214 △　26,214

純 資 産 合 計 1,040,938 1,036,562

負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,235,045 2,495,660

科　　目 当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

売 上 高 1,580,061 1,594,105

売 上 原 価 1,062,103 1,149,039

売 上 総 利 益 517,957 445,065

販売費および一般管理費 487,392 441,948

営 業 利 益 30,565 3,117

営 業 外 収 益 9,990 15,874

営 業 外 費 用 26,672 54,501

経 常 利 益 13,883 △　35,509

特 別 利 益 2,510 1,000

特 別 損 失 1,592 98,229

税金等調整前当期純利益 14,801 △　132,738

法人税、住民税および事業税 6,901 6,149

少数株主損益調整前当期純利益 7,900 −

当 期 純 利 益 7,900 △　138,887

科　　目 当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 157,994 △　229,761

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,770 45,078

財務活動によるキャッシュ・フロー △　62,234 87,320

現金および現金同等物に係る換算差額 469 −

現金および現金同等物の増減額 105,999 △　97,361

現金および現金同等物の期首残高 207,900 305,262

現金および現金同等物の期末残高 313,899 207,900

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　目 当連結会計年度 前連結会計年度

平成23年3月31日現在 平成22年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 1,260,058 1,469,730

現 金 お よ び 預 金 363,899 257,900

受取手形および売掛金 444,751 756,539

た な 卸 資 産 433,186 447,380

そ の 他 18,622 9,234

貸 倒 引 当 金 △　402 △　1,324

固 定 資 産 974,986 1,025,930

有 形 固 定 資 産 916,215 943,548

建 物 お よ び 構 築 物 154,198 167,990

機械装置および運搬具 15,381 20,118

土 地 720,450 720,450

そ の 他 26,185 34,990

無 形 固 定 資 産 4,511 3,921

投 資 そ の 他 の 資 産 54,260 78,460

投 資 有 価 証 券 21,109 42,994

そ の 他 79,561 83,465

貸 倒 引 当 金 △　46,411 △　48,000

資 産 合 計 2,235,045 2,495,660

連結財務諸表（要約）
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（単位：千円）貸借対照表

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　目 当事業年度 前事業年度

平成23年3月31日現在 平成22年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 1,259,111 1,474,412

現 金 お よ び 預 金 355,275 255,241

受取手形および売掛金 435,760 748,263

た な 卸 資 産 429,051 441,773

そ の 他 39,352 29,684

貸 倒 引 当 金 △　330 △　550

固 定 資 産 960,640 1,019,248

有 形 固 定 資 産 901,860 925,408

建 物 お よ び 構 築 物 153,944 167,661

機械装置および運搬具 1,443 2,628

土 地 720,450 720,450

そ の 他 26,022 34,667

無 形 固 定 資 産 4,387 3,706

投 資 そ の 他 の 資 産 54,392 90,133

投 資 有 価 証 券 21,109 42,994

長 期 貸 付 金 31,560 34,920

そ の 他 79,334 83,218

貸 倒 引 当 金 △　77,611 △　71,000

資 産 合 計 2,219,751 2,493,661

科　　目 当事業年度 前事業年度

平成23年3月31日現在 平成22年3月31日現在

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 1,006,774 1,223,872

支払手形および買掛金 156,492 353,988

短 期 借 入 金 762,104 602,840

未 払 法 人 税 等 7,560 9,041

製 品 保 証 引 当 金 2,000 4,000

そ の 他 78,616 254,002

固 定 負 債 173,040 231,787

社 債 − 18,250

長 期 借 入 金 − 27,704

退 職 給 付 引 当 金 28,115 38,655

役員退職慰労引当金 17,249 17,322

繰 延 税 金 負 債 1,118 2,049

再評価に係る繰延税金負債 125,206 125,206

そ の 他 1,351 2,598

負 債 合 計 1,179,814 1,455,659

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,067,773 1,062,336

資 本 金 1,335,692 1,335,692

資 本 剰 余 金 91,261 91,261

利 益 剰 余 金 △　358,344 △　363,804

自 己 株 式 △　835 △　812

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △　27,837 △　24,335

その他有価証券評価差額金 △　1,622 1,878

土 地 再 評 価 差 額 金 △　26,214 △　26,214

純 資 産 合 計 1,039,936 1,038,001

負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,219,751 2,493,661

連結株主資本等変動計算書 （単位：千円）

科　　目 当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
前 期 末 残 高 1,878 △　2,577

当 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △　3,501 4,456

当 期 変 動 額 合 計 △　3,501 4,456

当 期 末 残 高 △　1,622 1,878

土地再評価差額金
前 期 末 残 高 △　26,214 52,473

当 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） − △　78,687

当 期 変 動 額 合 計 − △　78,687

当 期 末 残 高 △　26,214 △　26,214

その他の包括利益累計額合計
前 期 末 残 高 △　24,335 49,895

当 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △　3,501 △　74,231

当 期 変 動 額 合 計 △　3,501 △　74,231

当 期 末 残 高 △　27,837 △　24,335

純 資 産 合 計
前 期 末 残 高 1,036,562 991,029

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 179,968

当 期 純 利 益 7,900 △　138,887

自 己 株 式 の 取 得 △　23 △　2

土地再評価差額金の取崩 − 78,687

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △　3,501 △　74,231

当 期 変 動 額 合 計 4,375 45,533

当 期 末 残 高 1,040,938 1,036,562

科　　目 当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

株 主 資 本
資 本 金
前 期 末 残 高 1,335,692 1,245,708
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 89,984
当期変動額合計 − 89,984

当 期 末 残 高 1,335,692 1,335,692
資 本 剰 余 金
前 期 末 残 高 91,261 1,277
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 89,984
当期変動額合計 − 89,984

当 期 末 残 高 91,261 91,261
利 益 剰 余 金
前 期 末 残 高 △　365,242 △　305,042
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益 7,900 △　138,887
土地再評価差額金の取崩 − 78,687
当期変動額合計 7,900 △　60,200

当 期 末 残 高 △　357,342 △　365,242
自 己 株 式
前 期 末 残 高 △　812 △　809
当 期 変 動 額
自己株式の取得 △　23 △　2
当期変動額合計 △　23 △　2

当 期 末 残 高 △　835 △　812
株 主 資 本 合 計
前 期 末 残 高 1,060,898 941,133
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 179,968
当 期 純 利 益 7,900 △　138,887
自己株式の取得 △　23 △　2
土地再評価差額金の取崩 − 78,687
当期変動額合計 7,877 119,764

当 期 末 残 高 1,068,775 1,060,898

個別財務諸表（要約）
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（単位：千円）損益計算書

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

ギャングプログラマ	MODEL	408

株主資本等変動計算書 （単位：千円）

科　　目 当事業年度 前事業年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

売 上 高 1,544,957 1,574,076

売 上 原 価 1,026,170 1,136,075

売 上 総 利 益 518,787 438,000

販売費および一般管理費 478,971 433,257

営 業 利 益 39,815 4,742

営 業 外 収 益 7,086 12,161

営 業 外 費 用 34,837 54,501

経 常 利 益 12,065 △　37,597

特 別 利 益 1,808 4,690

特 別 損 失 1,592 98,229

税 引 前 当 期 純 利 益 12,281 △　131,136

法人税、住民税および事業税 6,821 6,069

当 期 純 利 益 5,460 △　137,205

科　　目 当事業年度 前事業年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

株 主 資 本 合 計
前 期 末 残 高 1,062,336 940,889
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 179,968
当 期 純 利 益 5,460 △　137,205
自 己 株 式 の 取 得 △　23 △　2
土地再評価差額金の取崩 − 78,687
当 期 変 動 額 合 計 5,436 121,446

当 期 末 残 高 1,067,773 1,062,336
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
前 期 末 残 高 1,878 △　2,577
当 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △　3,501 4,456
当 期 変 動 額 合 計 △　3,501 4,456

当 期 末 残 高 △　1,622 1,878
土 地 再 評 価 差 額 金
前 期 末 残 高 △　26,214 52,473
当 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） − △　78,687
当 期 変 動 額 合 計 − △　78,687

当 期 末 残 高 △　26,214 △　26,214
評価・換算差額等合計
前 期 末 残 高 △　24,335 49,895
当 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △　3,501 △　74,231
当 期 変 動 額 合 計 △　3,501 △　74,231

当 期 末 残 高 △　27,837 △　24,335
純 資 産 合 計
前 期 末 残 高 1,038,001 990,785
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 179,968
当 期 純 利 益 5,460 △　137,205
自 己 株 式 の 取 得 △　23 △　2
土地再評価差額金の取崩 − 78,687
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △　3,501 △　74,231
当 期 変 動 額 合 計 1,935 47,215
当 期 末 残 高 1,039,936 1,038,001

科　　目 当事業年度 前事業年度
自　平成22年4月 1 日
至　平成23年3月31日

自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日

株 主 資 本
資 本 金
前 期 末 残 高 1,335,692 1,245,708
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 89,984
当期変動額合計 − 89,984

当 期 末 残 高 1,335,692 1,335,692
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
前 期 末 残 高 91,261 1,277
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 89,984
当期変動額合計 − 89,984
当 期 末 残 高 91,261 91,261

資本剰余金合計
前 期 末 残 高 91,261 1,277
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 − 89,984
当期変動額合計 − 89,984
当 期 末 残 高 91,261 91,261

利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金
前 期 末 残 高 △　363,804 △　305,286
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益 5,460 △　137,205
土地再評価差額金の取崩 − 78,687
当期変動額合計 5,460 △　58,518

当 期 末 残 高 △　358,344 △　363,804
利益剰余金合計
前 期 末 残 高 △　363,804 △　305,286
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益 5,460 △　137,205
土地再評価差額金の取崩 − 78,687
当期変動額合計 5,460 △　58,518
当 期 末 残 高 △　358,344 △　363,804

自 己 株 式
前 期 末 残 高 △　812 △　809
当 期 変 動 額
自己株式の取得 △　23 △　2
当期変動額合計 △　23 △　2
当 期 末 残 高 △　835 △　812

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 翔 栄 2,475 14.9

株式会社カルチャー 1,700 10.3

遠 藤 　 窮 1,005 6.1

ウインテスト株式会社 516 3.1

遠 藤 直 行 506 3.1

大阪証券金融株式会社 435 2.6

遠 藤 澄 江 350 2.1

株式会社フリーダム・キャピタル 340 2.1

株式会社みずほ銀行 297 1.8

平 本 吉 孝 163 1.0

（注） 持株比率は自己株式（7,399株）を控除して計算しております。

（平成23年3月31日現在）（平成23年3月31日現在）

商 号

英 文 商 号

本社所在地

設 立

事 業 内 容

資 本 金

従 業 員

役 員

ミナトエレクトロニクス株式会社

MINATO		ELECTRONICS		INC.

横浜市都筑区南山田町4105番地

昭和31年12月17日

1.	電子機器、電気測定装置の製造、販売

2.	コンピュータ・システムのソフトウェア開発、販売

3.	その他附帯する業務

1,335,692千円

66名

（平成23年6月29日現在）

取 締 役 会 長
（代表取締役）

取 締 役 社 長
（代表取締役）

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

遠 藤 　 窮

板 津 弘 典

須 永 牧 夫

遠 藤 直 行

山 本 和 功

吉 本 明 弘

坂 口 和 男

押 野 見 　 一 　 夫

國 重 愼 二
（注） １． 取締役のうち吉本明弘氏は、社外取締役であります。

２． 監査役のうち押野見一夫、國重愼二の両氏は、社外監査役で
あります。

千株 ％

発行可能株式総数	 	 25,000,000株

発行済株式の総数	 	 16,563,152株

株主数	 	 1,531名

大株主の状況

1,000株未満
0.07％

12,561株

1,000株以上
10.28％
1,702,220株
5,000株以上
8.12％
1,344,439株500,000株以上

37.45％
6,202,283株

10,000株以上
20.30％
3,362,544株

100,000株以上
15.15％
2,509,908株

50,000株以上
8.63％
1,429,197株

個人・その他
61.38％
10,166,769株

金融機関・
証券会社
7.28％

1,205,120株

その他の
国内法人
30.63％

5,072,699株

外国法人等
0.71％

118,564株

●所有者別分布状況 ●所有株式数別分布状況

本　　　　　社

1951年
1956年
1962年
1966年

1966年
1972年
1973年
1980年
1981年
1984年
1984年
1986年

1986年

1988年

1991年
1994年
1997年
2001年
2002年
2002年
2004年
2005年

2010年

2011年

東京都港区に港通信機製作所設立
港通信機株式会社設立
群馬県高崎市に高崎工場新設
ICテスタ「集積回路ファンクションテスタ」
開発
横浜市に横浜工場新設
社名を現社名に変更
国産初の「デバイスプログラマ」開発
「メモリテストシステム」開発
本社を横浜市に移転
異機種間LAN「バーチャルサーバ」開発
赤外線方式「タッチデータ」開発
ビデオカメラ用「CCDテストシステム」
開発
レーザドップラ方式「非接触回転ムラ測定
システム」開発
株式公開　現大阪証券取引所	JASDAQ
（スタンダード）
「LCD表示画面検査システム」開発
「フラッシュメモリテストシステム」開発
「テストバーイン装置」開発
「高精細FPD画質検査装置」開発
「プログラマ用高速オートハンドラ」開発
「プラズマタッチ」開発
ISO14001認証取得
「MPGエンジン搭載ギャングプログラマ」
開発
コンカレント方式「ギャングプログラマシ
リーズ」開発
高崎工場を本社に統合

本 社

福岡営業所

大阪営業所

（注） 当社は、平成23年5月20日をもって高崎工場ならびに北関
東営業所を本社に統合いたしました。また、同年5月24日を
もって発行株式の100％を保有する高崎アトム工業株式会社
の全株式を譲渡し、同社は当社の子会社ではなくなりました。

横浜市都筑区南山田町4105番地

福岡市博多区博多駅前3-6-12

オヌキ博多駅前ビル4階

大阪市福島区福島5-16-15

福島宮脇ビル2階

（平成23年6月29日現在）

●主要な営業所および工場 ●会社沿革

株式の状況 会社の概要



株 主 メ モ

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

株 主 確 定 基 準 日

公 告 方 法

上 場 証 券 取 引 所

単 元 株 式 数

株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

株 式 に 関 す る 手 続

毎年4月1日から翌年3月31日

毎年6月

①　定時株主総会・期末配当	 3月31日
②　中間配当	 9月30日
その他必要がある場合には、あらかじめ公告して基準日を定めます。

電子公告により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告が
できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。
公告掲載URL　http://www.minato.co.jp

大阪証券取引所　JASDAQ（スタンダード）

1,000株

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

①　	証券会社に口座をお持ちの場合	
お取引の証券会社にお申し出ください。

②　	特別口座の場合	
（郵便物送付先・お問合わせ先）
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL．0120-288-324（フリーダイヤル）
（お取扱店）
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

〒224-0026　横浜市都筑区南山田町4105番地
電話		045（591）5611（代表）

IRに関する情報は、当社のホーム
ページ「IR情報」からもご覧いた
だけます。

http://www.minato.co.jp




